
Ｄ 試験研究及び地域支援等活動

試験研究及び地域支援等活動

（各部担当課題の項目）

作物開発部

ａ）作物グループ

畑作関係

Ⅰ 品種改良試験

1．大豆新品種育成試験

(1) 大豆品種開発事業

(平成 25年～ 31年)作物グループ（畑作）

（十勝農試と共同）

目 的：耐冷性、耐湿性、病虫害抵抗性等の各種障害抵抗

性に強く、加工適性に優れた系統を選抜するための材料

を養成し、新優良品種育成の基盤を作る。

(2) 食料自給率向上を目指した豆類優良品種の育成

(平成 23年～ 25年)作物グループ（畑作）

（農産品質グループ、十勝農試と共同）

目 的：後期世代系統の特性を調査し、耐湿性、病害虫抵

抗性等の各種障害抵抗性に強く、高品質で安定多収な豆

腐、煮豆用品種を育成する。新品種の普及を支援する。

(3) 多用な育種目標に対応した品種開発のための検定強

化

(平成 25年)作物グループ（畑作）

（水田農業グループ、農研本部、上川農試、

十勝農試、北見農試と共同）

目 的：効率的で精度の高い検定試験を行うことにより、

優良な新品種を早期に育成する。

(4) ゲノム情報を活用した豆類複合抵抗性品種の開発強

化

(平成 25 年～ 27 年)作物グループ（畑作）

（生物工学グループ、十勝農試と共同）

目 的：DNA マーカーを積極的に活用して障害抵抗性等の

選抜、検定を強化し、育種の効率化を図ることによって、

大豆品種の早期育成を促進する。

(5) 大豆有望系統の豆腐加工適性評価とタンパク質サブ

ユニット改変による加工適性の向上

(平成 23～ 25年)作物グループ（畑作）

（農産品質・生物工学グループ、十勝農試と共同）

目 的：中期世代系統の豆腐加工適性について明らかにし、

豆腐加工適性が優れる品種育成を加速する。子実蛋白質の

質的改変による豆腐加工適性の向上効果を明らかにし、高

品質で多収な品種の育成を推進する。

(6) 大豆奨励品種決定現地調査等

(昭和 51 年～継続)作物グループ（畑作）

目 的：大豆の有望系統について、現地における適応性を

検定し、優良品種決定に資する。

(7) 寒地向けわい化病・シストセンチュウ抵抗性強化品

種・系統の育成と開花期耐湿性QTLの探索

(平成 23年～ 26年)作物グループ（畑作）

（生物工学グループと共同）

目 的：病虫害抵抗性を付加した「スズマル」戻し交配系

統について、品種化に必要な特性の調査を行う。既存品種

に DNA マーカーと戻し交配を使って、病虫害抵抗性を付加

する。「植系 32号」の開花期耐湿性の QTL解析を行う。

(8) 湿害に強い大豆遺伝資源「植系32号」の耐湿性機作

解明

(平成 23年～ 25年)作物グループ（畑作）

（作物研、中央農研、東北農研と共同）

目 的：「植系 32 号」の過湿条件に対する根系の応答反応

について詳細に調査して機作を特定し、大豆耐湿性育種を

推進する。

(9) 豆類育成系統の普及見込み地帯における実規模栽培試

験

（平成 25年）作物グループ（畑作）

（十勝農試と共同）

目 的：豆類の有望系統について、普及見込み地帯で農家

慣行法による試験栽培を行い、普及性を明らかにし、優良

品種決定に資する。

2．豆類新品種育成試験

(1) 道央・道南地域に適した小豆の茎疫病圃場抵抗性を含

めた耐病性と加工適性の向上

（平成 23年～ 25年）作物グループ（畑作）
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（農産品質グループ、十勝農試、上川農試と共同）

目 的：道央、道南地域向けの茎疫病圃場抵抗性を含む土

壌病害複合抵抗性を有し、規格内収量が高く、外観品質と

加工適性に優れた普通小豆および大納言小豆の選抜を強化

する。

(2) 小豆地域適応性検定試験

（昭和 40 年～継続）作物グループ（畑作）

目 的：小豆の有望系統について地域適応性を検定し、優

良品種決定に資する。

(3) 小豆奨励品種決定調査

(昭和 46 年～継続）作物グループ（畑作）

目 的：小豆の有望系統について現地における適応性を検

討し、優良品種決定に資する。

3．麦類新品種育成試験

(1) 赤かび病に強く安定生産できるパン用春まき小麦の

育種強化

（平成 24 年～ 25年）作物グループ（畑作）

（農産品質グループ、北見農試と共同）

目 的：赤かび病抵抗性が「春よ恋」「はるきらり」より優

る“やや強”以上など病害・障害抵抗性に優れ、製パン作

業時の生地物性が「春よ恋」並以上に改良された良質パン

用春まき小麦を選抜する。

(2) 高品質で安定生産可能な道産小麦開発のための特性検

定強化

（平成 22 ～ 25年）作物グループ（畑作）

（農産品質グループ、北見農試、十勝農試と共同）

目 的：育成系統の適応性を効率的に評価し、高品質で安

定生産できる小麦品種を早期に開発するため、国費の特性

検定で充当されていない病害・障害抵抗性検定を行う。

(3) 道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発促進と生

産安定化

（平成 25年～ 27年）作物グループ（畑作）

（生物工学・農産品質・予察診断・クリーン病害虫・栽培

環境・地域技術グループ、北見・上川・十勝農試と共同）

目 的：高品質で、穂発芽、コムギ縞萎縮病などの抵抗性

が優れる小麦を開発促進する。

(4) 平成25年度小麦育成系統特性評価

（平成 25年）作物グループ（畑作）

（上川農試と共同）

目 的：北農研が育成した秋まき小麦の有望系統について、

生産力その他諸特性を調査し、適応性を検定する。

(5) 食料自給率向上と高品質安定生産を実現する小麦・

大麦品種の開発促進と普及促進

（平成 23年～ 25年）作物グループ（畑作）

（北見農試、上川農試、十勝農試と共同）

目 的：北見農試で育成された有望系統について、生産力

およびその他の諸特性を調査し、道央地域における適応性

を検定する。

(6) 小麦奨励品種決定基本調査

（昭和 45 年～継続）作物グループ（畑作）

目 的：試験研究機関により育成された秋まきおよび春ま

き小麦有望系統について、その特性、生産力、地域適応性

を検定し、優良品種決定に資する。

(7) 秋播小麦奨励品種決定現地調査

（昭和 29 年～継続）作物グループ（畑作）

目 的：試験研究機関により育成された有望系統について、

現地における適応性を検定し、優良品種決定に資する。

(8) 畑作物の地域適応性検定試験（小麦現地）

（平成 15 年～継続）作物グループ(畑作)

目 的：試験研究機関により育成された有望系統について、

現地における適応性を検定し、優良品種決定に資する。

(9) 春まき小麦の品種選定試験

（平成 23 年～ 27 年）作物グループ(畑作)

(クリーン病害虫グループ、北見・上川・十勝農試と共同)

目 的：民間育成系統について、その特性、生産力および

地域適応性を検定し、優良品種決定に資する。

4．ばれいしょ新品種育成試験

(1) 周年安定供給を可能とする食品加工用バレイショ品

種の育成と栽培法の開発

（平成 23年～ 25年）作物グループ（畑作）

（予察診断グループ、北見農試、北農研センターと共同）

目 的：北農研センターおよび北見農試で育成した有望系

統について、道央地域における適応性を検定する。

(2) ばれいしょ奨励品種決定調査

（昭和 42 年～継続）作物グループ（畑作）
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目 的：北農研および北見農試で育成した有望系統につい

て、道央地域の現地における適応性を検定し、優良品種決

定に資する。

(3) ばれいしょ輸入品種等選定試験

（平成 23年～ 27年）作物グループ（畑作）

目 的：生食用、加工用の有望系統について、道央地域に

おける適応性を検定し、優良品種決定に資する。

5．てんさい新品種育成試験

(1) 平成25年度テンサイ育成系統特性評価

（平成 25年）作物グループ（畑作）

（北見農試と共同）

目 的：北農研センター育成系統の黒根病抵抗性を検定し、

優良品種決定に資する。

(2) てんさい輸入品種検定試験

（平成 21年～ 25年）作物グループ（畑作）

目 的：輸入品種の黒根病抵抗性を検定するとともに、現

地における適応性を検定し、優良品種決定に資する。

6．特用作物新品種育成試験

(1) 平成25年度ソバ育成系統特性評価

（平成 25年）作物グループ（畑作）

目 的：そば育成系統の地域適応性を検定する。

(2) 畑作物の地域適応性検定試験（そば現地）

（平成 22年～継続）作物グループ(畑作)

目 的：試験研究機関により育成されたそば有望系統並び

に主要品種について、主要産地における地域適応性を検定

し、優良品種決定に資する。

Ⅱ 豆類新優良品種普及促進事業

（昭和 41 年～継続）作物グループ（畑作）

目 的：豆類の有望系統について種子増殖を行い、新品種

の早期普及を図る。

Ⅲ 栽培法試験

(1) 大豆の品種特性に応じた適正な狭畦栽培法の開発

（平成 23年～ 25年）作物グループ（畑作）

（地域技術グループと共同）

目 的：主要品種等の狭畦栽培における生育特性を明らか

にし、望ましい栽植密度を明らかにする。現地の狭畦栽培

における肥培管理、機械作業等の情報を収集、整理し、現

状把握と問題点を整理する。

果樹関係

Ⅰ 果樹品種改良試験

1．おうとう品種改良試験

（平成 2 年～継続）作物グループ（果樹）

目 的：本道に適した大玉で良品質の優良な品種を育成す

る。

2．寒地向けりんご品種の生産安定化試験

（平成 20 年～ 27 年）作物グループ（果樹）

(1) 寒地向け新品種選定試験

目 的：りんご導入品種・系統の本道における適応性を明

らかにし、本道に適する品種を選定する。

3．ニーズに即した高品質ぶどうの品種選定と安定生産技術

の開発

（平成 20 ～ 27 年）作物グループ（果樹）

(1) ニーズに即した醸造用および生食用ぶどうの新品種選

定

目 的：北海道で高品質果実を安定生産できる醸造用およ

び生食用ぶどう品種を選定する。

4．果樹地域適応性検定試験

（昭和 56 年～継続）作物グループ（果樹）

目 的：選抜された有望系統・品種の道内各地における適

応性を明らかにする。

5．特産果樹品種比較試験

（昭和 38 年～継続）作物グループ（果樹）

目 的：国内・国外から導入した西洋なし、ブルーベリー、

プルーン品種について、本道における適応性を明らかにす

る。

6．果樹わい性台木の特性調査

（昭和 55 年～継続）作物グループ（果樹）

目 的：国の内外で育成された台木の特性と本道における

適応性を明らかにする。

7．平成25年度リンゴ育成系統特性調査

（平成 25 年）作物グループ（果樹）

目 的：農研機構果樹研究所育成のりんご新系統について

北海道における適応性を検討する。
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Ⅱ 果樹栽培法改善試験

1．寒地向けりんご品種の生産安定化試験

（平成 20 年～ 27 年）作物グループ（果樹）

(2) 寒地における安定生産・省力管理技術の開発

目 的：耐雪型樹形および省力・低コスト栽培法を検討す

る。

2．ニーズに即した高品質ぶどうの品種選定と安定生産技術

の開発

（平成 20 ～ 27 年）作物グループ（果樹）

(2) 醸造用ぶどうの高品質安定生産を目指した収量制限栽

培法の開発

目 的：早期成木化を目的とした栽培管理技術、果実品質

と収量の安定性を重視した着果管理技術を検討。

(3) 生食用ぶどう有望系統の特性を生かした省力栽培技術

の確立

目 的：遺伝的無核ぶどう系統「GHC1」の植物調節剤によ

る着果管理技術を検討する。

3．高級醸造用ぶどう品種の地域適応性と高品質栽培法

（平成 25 年～ 28 年）作物グループ（果樹）

目 的：高級醸造用ぶどう品種の道内産地での適応性およ

び栽培法について検討する。

4.ブルーベリーの高品質安定栽培技術の確立

（平成 24年～ 29年）作物グループ（果樹）

目 的：高品質果実を安定的に生産するために整枝剪定方

法や樹勢回復方法、樹形の再構築法を確立する。

ｂ）生物工学グループ

Ⅰ 組織培養技術による作物新育種素材・品種の開発

1．道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発と生産安定

化

1） 道産小麦の需要を拡大する中華めん・パン用品種の開

発促進

（平成 25 年～ 27 年）生物工学グループ

（北見農試と共同）

(1) パン・中華めん用品質の選抜強化

③ 半数体育種法を活用した良質系統の開発促進

目 的：加工適性が優れる硬質小麦品種開発を促進するた

め、有望な交配組み合わせについて葯培養法等を用いて半

数体倍加系統を作出して早期に遺伝的な固定をはかり、育

種年限を短縮化する。この際、作出個体の品質関連遺伝子

の有無をDNAマーカーで検定し、効率的な選抜を行う。

2) 日本めん用等小麦の開発促進と生産安定化

(1) 気象変動に対応したコムギ縞萎縮病および赤かび病抵

抗性の選抜強化

①DNAマーカーと半数体育種法を活用した抵抗性系統の選

抜強化

目 的：コムギ縞萎縮病、赤かび抵抗性がともに“やや強

”の抵抗性を有する系統の選抜を強化する。

Ⅱ 作物の遺伝子解析と利用に関する試験

1．高度安定性高品質米品種の早期総合開発

3) 中期世代の耐病性・耐虫性強系統の選抜強化

(平成 20 年～ 25 年）生物工学グループ

(水田農業グループ、上川農試と共同)

目 的：Pi35などのいもち病圃場抵抗性遺伝子導入を目的

とした育成材料の DNA マーカー検定を行い、中期世代の耐

病性選抜を強化する。

2．多様なニーズに対応する米品種並びに栽培技術早期確立

1）特Ａブランド米品種並びに栽培技術の早期開発

(平成 21 年～ 25 年）生物工学グループ

（上川農試と共同）

目 的：適度なアミロース低下効果を持つ qAC9.3 を極良食

味品種の育成に利用する。DNA マーカーを用いて分離系統

の排除および早期固定化を行うとともに、葯培養 A2 世代の

選抜を行う。

3．道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発と生産安定

化

1） 道産小麦の需要を拡大する中華めん・パン用品種の開

発促進

（平成 25 年～ 27 年）生物工学グループ

（北見農試と共同）

(1) パン・中華めん用品質の選抜強化

① 生地物性改良による選抜強化

目 的：パン・中華めん用硬質小麦に対する需要に応える

ため、加工適性が優れる硬質小麦品種開発を促進する。

(2) パン・中華めん用小麦の雨害等耐性強化

② 赤かび病抵抗性等の検定強化

目 的：硬質小麦の安定生産のため、雨害や茎葉病害に対

する耐性が優れる小麦の開発を強化する。
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2） 日本めん用等小麦の開発促進と生産安定化

（平成 25 年～ 27 年）生物工学グループ

（作物開発グループと共同）

(1) 気候変動に対応したコムギ縞萎縮病および赤かび病抵

抗性の選抜強化

② 現地多発圃場におけるコムギ縞萎縮病抵抗性の検定

目 的：コムギ縞萎縮病がやや強以上の抵抗性有する系統

の選抜を強化する。

(2) 日本めん用および菓子用品質の選抜強化

目 的：品質に優れ、病害抵抗性に優れたポスト「きた

ほなみ」品種の早期開発のため、製粉性や製めん性に関す

る選抜を強化する。菓子用小麦品種の開発を促進する。

4．麦類および飼料作物の有用遺伝子の同定とDNAマーカ

ーの開発

TRS1003 麦類縞萎縮病抵抗性遺伝子の単離と機能解明

（平成 25 年～平成 29 年）生物工学グループ

（生物研、岡山大学、福岡県総試と共同）

目 的：コムギ縞萎縮病抵抗性品種である「Madsen」が

有する 2DL、3BS 上の抵抗性遺伝子を単離する。

TRS1004 コムギ赤かび病抵抗性遺伝子の単離と機能解明

（平成 25 年～平成 29 年）生物工学グループ

（ホクレン農総研、九州沖縄農研と共同）

目 的：6B 染色体上のコムギ赤かび病抵抗性遺伝子を単

離する。

5．寒地向けわい化病・シストセンチュウ抵抗性強化品種・

育成系統と開花期耐湿性QTLの探索

(平成 23 年～ 26 年）生物工学グループ

（作物グループと共同）

目 的：既存品種に DNA マーカーと戻し交配を使って、耐

病虫害抵抗性を付加する。「植系32号」由来の開花期耐湿性

についてQTL解析を行う。

6．大豆有望系統の豆腐加工適性評価とタンパク質サブユニ

ット改変による加工適性の向上

（平成 23 年～ 25 年）生物工学グループ

（作物グループ、農産品質グループと共同）

目 的：子実タンパク質の質的改変による豆腐加工適性

の向上効果を明らかにするため、DNA マーカーを利用し

て解析材料を養成する。

7．シストセンチュウ抵抗性rhg3 関連マーカーの開発と感受

性品種への複合抵抗性導入

（平成 23 年～ 26 年）生物工学グループ

（十勝農試と共同）

目 的：DNAマーカー選抜を利用した戻し交配により、複

合抵抗性を導入した有望系統を育成する。

8．ダイズわい化病高度抵抗性遺伝子の同定

（平成 23 年～ 25 年）生物工学グループ

目 的：「WILIS」に由来するダイズわい化病高度抵抗性

遺伝子 Rsdv1 を同定する。

9．ゲノム情報を活用した、ダイズシストセンチュウと低温

着色に強い大豆の開発

（平成 25 年）生物工学グループ

（十勝農試と共同）

目 的：遺伝子座が同じ染色体にあるダイズシストセン

チュウ・レース1抵抗性と低温着色抵抗性について、組換

え系統の表現型の確認およびゲノム情報を利用した周辺

領域の解析を行う。

10．ゲノム情報を活用した豆類複合抵抗性品種の開発強

化

（平成 25 年～ 27 年）生物工学グループ

（作物グループ、十勝農試と共同）

目 的：ゲノム情報を活用しながら抵抗性遺伝資源の探索

および新たなマーカーの開発を行うとともに、既存のマー

カーも利用して豆類の耐病虫性・障害抵抗性を効率的に選

抜する。

11．DNAマーカー選抜による小豆の土壌病害複合抵抗性系

統の選抜強化

(平成 23 年～ 25 年）生物工学グループ

（十勝農試、上川農試と共同）

目 的：DNA マーカーを利用して効率的かつ高精度に落葉

病抵抗性を選抜するとともに、アズキ萎凋病抵抗性の新た

なマーカー開発を行う。

12．小豆の耐冷性高度化を目指した選抜とその遺伝様式の

解明

（平成 25 年～ 26 年）生物工学グループ

（十勝農試と共同）

目 的：効率的な選抜手法の開発のため、高度耐冷性と

その他不良形質に関する連鎖地図を作成する。

13．インゲンマメかさ枯病菌の道内レース同定および室内
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検定手法の開発

（平成 25 年～ 26 年）生物工学グループ

（クリーン病害虫グループ、十勝農試と共同）

目 的：抵抗性遺伝資源の利用に向けた道内発生レース

を同定し、圃場を使用しない通年で利用できる室内検定

手法を開発する。

14．高精度DNAマーカーを利用した馬鈴しょ複合抵抗性品種

の開発強化

(平成 21 年～ 25 年）生物工学グループ

（北見農試と共同）

目 的：DNA マーカー選抜に供試する個体数を前課題より

増加し、複合抵抗性を持つ品種の開発を強化する。

15．長期貯蔵性に優れたポテトチップス用馬鈴しょ品種の

開発強化

2) ジャガイモシストセンチュウ抵抗性選抜試験

（平成 23 年～ 27 年）生物工学グループ

（北見農試と共同）

目 的：長期貯蔵可能なポテトチップ原料用の有望系統の

速やかな品種化と普及のために、DNA マーカーにより早期

世代系統のジャガイモシストセンチュウ抵抗性を検定する。

16．大豆及び畑作物の有用遺伝子の同定とDNAマーカーの開

発

SFC3002 バレイショ重要病害虫の抵抗性遺伝子を選抜するD

NAマーカーの開発及びそれらを利用した育種素材の開発

（平成 25 年～ 29 年）生物工学グループ

（北農研、長崎県農技センターと共同）

目 的：PVY抵抗性遺伝子、PCN抵抗性遺伝子を選抜する既存

のDNAマーカーをより高精度化し育種の効率化を図る。

ｃ）農産品質グループ

1. 多様なニーズに対応する米品種並びに栽培技術早期確

立

1)特Ａブランド米品種並びに栽培技術の早期開発

(2)特Ａブランド米品質評価

イ)育成系統特Ａ米品質検定

（平成 21 年～ 25 年）農産品質グループ

（上川農試と共同）

目 的：新規食味評価手法による良食味米育成系統の品質

検定を実施し、品種開発に寄与する。

2) 安定多収業務用・加工用米品種並びに栽培技術の早期

開発

(3) 業務用・加工用米品質評価

（平成 21 年～ 25 年）農産品質グループ

（水田農業グループと共同）

目 的：業務用米の新たな品質評価法の開発を行う。また、

業務用・加工用途米育成系統の品質評価を実施し、品種開

発に寄与する。

2. 道産小麦の需要を拡大する中華麺・パン用品種の開発

強化

1）中華麺・パン用等小麦の品質選抜強化

（平成 25 年～ 27 年）農産品質グループ

(北見農試、生物工学グループと共同)

目 的：中華めん・パン用高品質秋まき硬質小麦の品質選

抜をより効率的に行うため、加工適性に関わる要因につい

て解析する。

2) 生産安定化に向けた障害耐性品種の開発強化

（平成 25 年～ 27 年）農産品質グループ

(北見農試、生物工学グループと共同)

目 的：春まきおよび秋まき小麦品種系統のαアミラーゼ
活性検定を実施する。

3．手亡あん着色機構の解明と色調変化評価法の開発

（平成 23 ～ 25 年）農産品質グループ

（十勝農試、農産品質グループと共同）

目 的：煮熟後の粒色、煮崩れ等の加工適性を明らかに

し、選抜に利用可能な加工適性評価法を開発する。

4. 菜豆のサラダ用加工特性の解明と加工適性・耐病性に優

れる品種開発の強化

（平成 25 ～ 27 年）農産品質グループ

（十勝農試、農産品質グループと共同）

目 的：煮熟後の粒色、煮崩れ等の加工適性を明らかにし、

選抜に利用可能な加工適性評価法を開発する。

5. エチレン処理による生食用馬鈴しょの長期貯蔵技術の開

発

（平成 22 ～ 25 年）農産品質グループ

（十勝農試と共同）

目 的：エチレン雰囲気下での長期貯蔵が馬鈴しょの品質

に及ぼす影響を検討する。

6. 北海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活

性化の推進（戦略研究）

(3) 加工適性や機能性に優れた農産物の選別技術の確立

と高付加価値食品の製品化
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（平成 22 年～ 26 年）農産品質グループ

（北見農試・食加研と共同）

目 的：道産農産物（豆類・馬鈴しょ・小麦）の有する機

能性や加工適性を活かした加工食品づくりを推進するため、

加工原料の適性に応じた選別が容易となる技術を開発する。

また、最新の加工技術や評価技術を活用して、良食味、高

機能性等の特性を有する新規食品群を開発し、その普及を

図ることにより、道内食産業の活性化と一層の競争力向上

に資する。

7．道産小麦の用途拡大に向けた「ゆめちから」の高品

質安定生産及びブレンド指針の策定

（平成 24 年～ 26 年）農産品質グループ

（十勝農試・上川農試・食加研と共同）

目的：超強力秋まき小麦品種「ゆめちから」の高品質安

定栽培技術を明らかにするとともに、中力粉とのブレン

ド使用する場合の技術指針を策定する。

8．ケルセチン・イソフラボンの生活習慣病予防機能の

科学的エビデンス強化と高含有農作物の作出

（平成 23 年～ 25 年）農産品質グループ

（北見農試と共同）

目的：高イソフラボン大豆品種である「ゆきぴりか」を

主な素材とし、栽培条件によるイソフラボン含量の変動

性を明らかにするとともに、イソフラボン含量の全国統

一分析法確立に関するバリデーション分析に参画する。

9．食糧自給率向上を目指した豆類優良品種の育成

（平成 23 年～ 25 年）農産品質グループ

（十勝農試と共同）

目的：豆腐加工適性に優れた品種開発のための品質分析

を行う。

遺伝資源部

Ⅰ 植物遺伝資源に関する試験
1．植物遺伝資源の保存管理

（平成 22 年～ 26 年）遺伝資源Ｇ

(1) 種子遺伝資源の増殖

目 的：新規導入した種子遺伝資源の一次増殖を図るとと

もに、保存量あるいは発芽力の低下した登録済の種子遺伝

資源を再増殖する。

(2) 遺伝資源の保存

目 的：植物遺伝資源の保存と品種開発や研究利用に供す

るため、遺伝資源の長期保存を図る。

(3) 遺伝資源の提供

目 的：道総研農試、道内外の関係機関、研究機関等から

の依頼（試験研究用、教育用、普及展示用、地域振興用）

に応じて、道総研農試植物遺伝資源提供要領に則り、保

存遺伝資源を提供する。

(4) 遺伝資源の発芽力検定

目 的：新規導入及び長期貯蔵の遺伝資源種子について、

定期的（保存開始後 3,000 日程度経過後）に発芽力を検定し、

再生産の実施に関する情報を得る。

(5) 遺伝資源の情報管理

目 的：植物遺伝資源の利活用を図るため、そのパスポー

トデータ、在庫管理情報、特性情報を収集し、保存、管理

する。

2．道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発促進

と生産安定化

－褐色雪腐病抵抗性の検定ー

（平成 25 年～ 27 年）遺伝資源Ｇ

（北見農試等と共同）

目 的：パン・中華めん用小麦の改善点である耐雪性のう

ち、褐色雪腐病の抵抗性について検定し、“中”を目標に

系統の選抜を強化する。

3．馬鈴しょ育種母材の超低温保存

（平成 23 ～ 27 年）遺伝資源Ｇ

目 的：馬鈴しょの新たな品種開発には多くの遺伝資源の

利用が必須であるため、超低温保存により、それらの遺伝

資源保存の一部を中央農試遺伝資源部で分担し、長期安定

保存を図るととともに品種開発に利用する。

Ⅱ 優良品種種子生産事業
1．基本系統・育種家種子の維持増殖

（昭和 27 年～継続）遺伝資源Ｇ

目 的：水稲、麦類および豆類の優良品種について、基本

系統の選定により育種家種子を作出するとともに、基本系

統と育種家種子の維持増殖を行う。

2．食用ゆりウイルスフリー原原種親球の維持

（昭和 53 年～継続）遺伝資源Ｇ

目 的：ウイルスフリー化処理を行った食用ゆりの原原種

球を維持する。

Ⅲ 予備増殖および新優良品種普及促進事業
（昭和 41 年～継続）遺伝資源Ｇ

目 的：水稲、麦類および豆類の新品種の普及促進のため、
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担当農試において優良品種候補の有望系統について、原種

圃および一般採種圃へ供給する種子を予め準備するために

増殖を行う。

Ⅳ その他の試験
1．食用ユリ原原種のエライザ検定

（平成 8 年～継続）遺伝資源Ｇ

目 的：ホクレン農業協同組合連合会が実施している食用

ユリ原原種生産の増殖球について、エライザ法を用いてウ

イルス病の感染がないことを確認する。

2．水稲種子の粒厚が苗形質に与える影響の評価

（平成 24 年～ 25 年）遺伝資源Ｇ

目 的：籾の粒厚の違いが種子の品質や発芽、苗形質に及

ぼす影響を明らかにする。

生産研究部

Ⅰ 水稲新品種育成試験

1.水稲品種開発事業

（平成25年～平成31年）水田農業グループ

目 的：本道中央部は、初期生育が不良でいもち病が多

発しやすい生育環境にある。このため、耐冷良質で、な

おかつ初期生育が旺盛でいもち病耐病性を具備した道央

地帯向けの中晩生品種を育成する。

2.高度安定性高品質米品種の早期総合開発

(3) 中期世代の耐病性・耐虫性強系統の選抜強化

（平成20年～25年度）水田農業グループ

目 的：中期世代の耐病性・耐虫性強系統選抜を強化す

ることにより、良食味と耐病性・耐虫性を併せ持つ品種

育成を目指す。

(4) 中期世代の業務用良食味系統の選抜強化

（平成20年～25年度）水田農業グループ

目 的：中期世代の食味検定を強化し、業務用良食味系

統の選抜を行い、北海道米全体の安定生産に寄与する業

務用良食味品種を開発する。

3.水稲直播栽培用高度安定性良食味品種の開発促進

(2)育成系統の直播栽培による地域適応性検定試験

（平成21年～25年度）水田農業グループ

目 的：上川農業試験場で育成された系統について、直

播栽培による生産力検定試験を行い、道央地帯における

適応性を検定し、直播栽培に適した良食味品種育成の資

とする。

4.耐冷性といもち病抵抗性を兼ね備えた極良食味米及び

業務用米品種の開発とその普及

Ⅰ.寒地における安定良質水稲新品種の開発

2）業務用及び加工用品種の開発

（1）中生業務用及び中生酒造好適米に替わる有望系統

の特性調査

（平成23年～25年度）水田農業グループ

目 的：当場育成系統の特性を明らかにする。

5.耐冷性といもち病抵抗性を兼ね備えた極良食味米及び

業務用米品種の開発とその普及

Ⅰ.寒地における安定良質水稲新品種の開発

3）有望系統の早期開発のための特性検定試験及び選抜

技術の向上

(1)特性検定試験

（平成23年～25年度） 水田農業グループ

目 的：北農研センターで育成した有望系統について、

道央地帯における適応性を検定するとともに、北農研セ

ンターおよび上川農試で育成した有望系統について、穂

いもちに対する抵抗性を検定し、品種育成の資とする。

6.水稲奨励品種決定調査

（昭和29年～継続）水田農業グループ

目 的：道内各試験機関で育成した有望品種・系統の特

性を明らかにし、奨励品種決定の資とする。

7.水稲奨励品種決定現地調査

（昭和29年～継続）水田農業グループ

目 的：道内各試験機関で育成した有望な系統につい

て、地域適応性と生産力を調査し、奨励品種並びにその

普及範囲決定の資とする。

8.水稲新優良品種普及促進事業

（昭和42年～継続）水田農業グループ

目 的：新品種を早急に普及するため、有望系統の種子

を予備増殖する。

Ⅱ クリーン・高度クリーン・有機農業技術開発

1. 有機栽培トマトの導入条件と導入効果の解明

（平成23年～25年）生産システムグループ

目 的：有機栽培トマトの収益性を明らかにするととも

に、有機栽培トマトの導入が経営にもたらす所得増効果

と効果が発現するための経営的な条件を明らかにする。

2. クリーン農産物の流通経路における有利販売制約要

因の特定と効果的対策の検討

（平成25年～26年）生産システムグループ

目 的：クリーン農業の普及・拡大を促進するため，流
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通段階におけるクリーン農産物の差別化に向けた必要条

件を提示する。

Ⅲ 多様なニーズに対応する品種改良並びに栽培技術早

期確立

１．特Ａブランド米品種並びに栽培技術の早期開発

3)「ゆめぴりか」のブランド産地育成指針の策定

（平成21年～25年度 上川農試生産環境グループと共同）

水田農業グループ

目 的：気象・土壌条件の異なる地域の「ゆめぴりか」

を広く調査し、食味・品質管理目標を設定する。また、

アミロース含量を制御し、その他の栽培特性上の短所を

出させないための栽培技術指針を明らかにする。

2.安定多収業務用・加工用米品種並びに栽培技術の早期

開発

1)業務用・加工用米品種の開発促進

（平成21年～25年）水田農業グループ

目 的： 安定多収業務用・加工用米品種の開発を促進

する。「きらら397」に代わる多収で耐冷性に優れた業務

用品種や、一般炊飯米以外の用途の冷凍米飯等加工用品

種や高品質な酒造好適米を早急に開発する。

Ⅳ 水稲栽培研究

1.成苗ポット苗における早期異常出穂抑制技術の確立

（平成23年～25年度 上川農試生産環境グループと共同）

水田農業グループ

目 的：成苗ポット苗移植栽培における早期異常出穂の

発生要因を解析し、早期異常出穂のリスクが低い苗形質

を明らかにするとともに、これに対応する北海道水稲機

械移植栽培基準を策定する。

2.水稲乾田直播栽培に対する肥効調節型肥料「セラコー

ト」の施用技術

（平成23年～25年度 ）水田農業グループ

目 的：乾田直播における肥効調節型肥料「セラコート」

の施用効果を明らかにする。

3.肥効調節型緩効性肥料の水稲育苗箱表面施肥の開発

（平成25年～27年度 ）水田農業グループ

目 的：育苗箱表面施肥の効果と、これによる側条施肥

減肥可能量を明らかにするとともに、効果を発揮させる

ために望ましい施肥から田植えまでの日数を、苗の種類

（成苗・中苗）を変え、各苗の種類に適した肥効調節型

緩効性肥料で明らかにする。

Ⅴ その他水田関連事業

1.積雪寒冷地における土層改良による炭素貯留技術

（平成22年～26年度、環境保全グループと共同）

水田農業グループ

目 的：積雪寒冷地帯である北海道において、土層改良

や暗渠などの農地整備を活用し、農地下層に有機質資材

による炭素を長期に貯留する技術を開発するとともに、

農業生産や土壌環境に及ぼす影響を明らかにする。

2.暗きょの排水対策検討調査委託業務

暗きょの排水対策検討調査

（平成22年度、環境保全グループと共同）

水田農業グループ

目 的：疎水剤暗きょ整備圃場における排水機能低下要

因を明らかにし、簡易な土壌調査による機能診断を取り

入れた、排水機能低下要因に対応した機能回復手法を確

立する。

3.農地土壌温室効果ガス排出量算定基礎調査事業（農地

管理技術検証）

水田における有機物の施用に関する調査

（平成25年～28年度）水田農業グループ

目 的： 土壌や気象条件が異なる積雪寒冷地である北

海道の水田地帯において、有機物施用に伴う炭素貯留と

メタン・一酸化二窒素排出のトレードオフの関係を調査

する。また、温室効果ガスの吸収・排出と合わせ、農業

生産性確保の観点から、より望ましい営農体系を検証す

る。

Ⅵ 転作作物等の栽培研究

1. 大豆・麦等需要拡大対策及び生産体制強化対策

集中管理孔を有する暗渠システムを活用した転換作物の

水分供給技術の実証

（平成25年度）水田農業グループ

目 的：現地圃場において転作作物に対する集中管理孔

を活用した地下灌漑の実証試験を行うことで、地下灌漑

技術の速やかな現地導入を図る。

2.新たな行政ニーズに対応した緊急技術開発促進事業

土着菌根菌利用による大豆栽培におけるリン酸減肥技術

の開発

（平成23年～25年度 十勝農試生産環境グループと共同）

水田農業グループ

目 的：多様な土壌・栽培条件下におけるAM菌（アーバ

スキュラー菌根菌）の感染と大豆のリン酸減肥反応を検

討し、リン酸減肥可能量およびその条件を明らかにする。

3.春まき小麦に対するけい酸加里肥料の施用効果

（平成23年～25年度）水田農業グループ

目 的：春まき小麦の収量・品質に対するけい酸加里肥
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料の施用効果を検討する。

Ⅶ 農業機械研究

１. 汎用コンバインによるなたね収穫の高精度化

（平成25年）生産システムグループ

目 的：汎用コンバインによるなたね収穫における収穫

損失の低減を図るために、刈取部の改良の効果や刈り高

さの影響を明らかにする。

2.農作業体系における燃料消費量の評価

(平成23年～25年) 生産システムグループ

十勝農試生産システムグループ

根釧農試地域技術グループ

目 的：農作業におけるエネルギーコストや農業分野が

排出する温暖化ガス発生量推定の基礎となる燃料消費量

を作業負荷条件と燃料消費量の関係から推定する手法を

開発する。

3.高度通信制御技術を活用した次世代型ポテトプランタ

の開発

（平成24～26年度）生産システムグループ

工業試験場情報システム部

目 的：ISO-BUS通信により播種を高精度に制御するプ

ランタ通信制御ユニットとこれを利用した高精度・高能

率全粒たねいも対応ポテトプランタの播種機構を開発

し，これを基に四半期のベースとなるプロトタイプを製

作する。

4.農業機械におけるシンプル化と情報化・高度化を両立

する通信制御共通化技術の開発

（平成24～25年度）生産システムグループ

目 的：水田・転換畑用機械について通信制御技術の共

通化による効果の検証を行う。

5.果樹園向け除草ロボットの研究開発6)果樹種，栽培様

式に対応した効率的な除草機能の検討と評価

（平成23～25年）生産システムグループ

工業試験場情報システム部

目 的：果樹園における除草作業の支援を目的として試

作・開発される自走式ロボット及び関連技術を確立する

ため，試作機の圃場試験により有効性を検証する。

Ⅷ 農業経営研究

1.トマトの秋季安定生産に向けた3段密植栽培技術の確

立

（平成23年～25年）

花・野菜技術センター花き野菜グループ

生産システムグループ

目 的：慣行ポット苗に替わりセル成形苗を密植で直接

定植し、９月以降に収穫を開始し第３果房まで収穫する

作型の開発を行ない、経営改善効果を検証する。

2．地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農

林業の構築

農林バイオマス資源の特性評価と有効利用策の検討

(1)新規資源作物栽培の環境・経済性評価

（平成23年～25年）生産システムグループ

目的：道央水田地帯の土壌物理性改善を図るため、子実

とうもろこしを栽培し、家畜用飼料として供給すること

について実証地域を対象として経済性を明らかにし、温

暖化負荷の評価を行なう。

3．ホタテ貝殻・牛糞堆肥の安定製造技術と草地での施

用法確立

(4)開発技術の経済性と導入条件の検討

（平成23年～26年）生産システムグループ

目的：開発された「ホタテ貝殻・牛糞堆肥」製造技術の

経済性を評価するとともに、ホタテ貝殻・牛糞堆肥の地

域循環資源利用モデルを構築し、開発技術の地域への導

入効果・費用を試算するとともに、導入条件を明らかに

することにより、事業化への基礎資料とする｡

4.戸別所得保障制度下における水田策・畑作経営の規模

拡大に向けた経営指標の策定

（平成24～26年度）生産システムグループ

十勝農試生産システムグループ

目 的：北海道の主要水田作地帯と畑作地帯を対象に、

現状の経営耕地規模における戸別所得補償制度導入の影

響を評価する。さらに、大規模水田作経営モデルと大規

模畑作経営モデルを構築し、戸別所得補償制度下におけ

る規模拡大の推進に向けた個別経営体の経営指標を策定

する。

Ⅸ バイオマスの有効利用に係る研究

１．家畜排せつ物処理における温室効果ガス排出削減方

策の総合評価

（平成22年～26年）生産システムグループ

目 的：実証もしくは開発中のGHG削減技術を基軸とし

た、家畜排せつ物起源のGHG削減量を評価して全国レベ

ルの削減策として提案する。

2.メタン濃度の変動に対応できる小型三相200Vバイオガ

スコジェネの技術開発

（平成25年）生産システムグループ

目 的：メタン濃度の変動に対応でき、市販機の半分以

下の定格出力9.9ｋW、三相200Vのコージェネレーション
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・システムを開発し、その性能を評価する。

3.バイオガスの地域利用計画策定手法の検討

（平成25年）生産システムグループ

目 的：具体的な地域を対象に、バイオガスの地域利用

計画に必要となるデータを収集し、GIS上で情報を可視

化するとともに、導入可能性を判断するための評価手法

を検討する。

Ⅹ 農業機械性能調査

1.トラクタ及び作業機械施設性能試験

ア.とうもろこしＸ線選別装置「SX2550W」

（昭和54年～継続）生産システムグループ

目的：新規に導入されるトラクタ、作業機、施設などの

性能を明らかにし、導入利用上の参考に供する。

Ⅺ 新農業資材実用化試験

1.除草剤及び生育調節剤

1) 水稲用除草剤

（平成22年～継続）水田農業グループ

目 的：新水稲除草剤の実用性を検討する。

農業環境部

Ⅰ．環境保全に関する調査及び試験

1．地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業

の構築 ３-１）-(1)子実用とうもろこしの栽培法確立－道

央地域－

（平成 21 ～ 25 年度）環境保全G

（クリーン病害虫G と共同)

目 的：道央地域に適する品種を選定し、窒素施肥（土壌

診断）、栽植密度、収穫適期に関する試験および病害虫発生

状況調査を行う。また、現地圃場における導入効果実証試

験（収量、土壌環境及び作付け体系改善効果等の解析）を

行う。

2．環境保全型有機質資源施用基準設定調査（土壌機能モニ

タリング調査、地力増進地域対策調査)

（平成 11 年度～）環境保全G、栽培環境G

（各場の農業環境関係 G と共同）

目 的：営農活動が土壌のもつ環境保全機能、物質循環機

能などに及ぼす影響を評価し、土壌特性の変化を経年的に

明らかにする。また、昭和 59 年に施行された地力増進地域

指定制度の下で、指定地域に対する地力増進を図るための

必要な調査を実施する。

3．農地土壌温室効果ガス排出量算定基礎調査事業（農地管

理実態調査） （平成 25 ～ 32 年）環境保全 G、栽培環境G

（各場の農業環境関係G と共同）

目 的：国際指針に準じた温室効果ガスの吸収量算定方式

に基づく土壌データ収集のために、国内の農地土壌炭素の

実態調査が求められている。このため、農耕地における土

壌炭素の貯留量と営農管理による変動を明らかにする。

4．農林水産分野における地球温暖化対策のための緩和及び

適応技術の開発 12110 農地下層における炭素長期貯留技術

の開発 積雪寒冷地における土層改良による炭素貯留技術

（平成 22 ～ 26 年）環境保全 G

（水田農業G と共同)

目 的：積雪寒冷地帯である北海道において、土層改良や

暗渠などの農地整備を活用し、農地下層に有機質資材によ

る炭素を長期に貯留する技術を開発するとともに、農業生

産や土壌環境に及ぼす影響を明らかにする。

5．暗きょの排水対策検討調査

（平成 25 年）環境保全G

（水田農業G と共同)

目 的：モミガラ、木質チップ、ビリ砂利などの各種疎水

材について、耐用年数の把握や機能保全のための調査を行

う。

6．農業農村整備事業に係る土壌調査

（昭和 40 年～）環境保全G、栽培環境G

（各場の農業環境関係G と共同）

目 的：道営農業農村整備事業における水田、畑地、草地

の土地改良事業の地区計画樹立にあたり、適切な土地改良

方策を実施するための指針を示すため、土壌調査を行う。

また、整備済み地域における経済効果を検討するため土壌

調査を行う。

7．有機質資材分析（依頼分析）

（明治 41 年～）環境保全 G

目 的：農業関連団体、自治体、民間会社、農業者、一般

人等の依頼により、土壌、肥料、農畜産物等について、専

門的知識、経験と分析機器を用いて各種分析を行う。

8．肥料分析

（平成元年～）環境保全 G

目 的：北海道農政部の委託により、収去肥料、登録肥料

についての分析業務を肥料取締法に基づいて行い、分析結

果を報告する。
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9．多様な地域・用途に対応した飼料用とうもろこし安定栽

培マップの作成

（平成 25~27年度）環境保全G

（畜試・根釧農試・上川農試・北見農試と共同）

目 的：飼料用とうもろこしの生育、登熟と気象条件の関

係モデルを作成し、用途別安定栽培マップを開発すると共

に、品種熟期の統一表示法を策定する。

.10．大規模そば栽培のためのリビングマルチを活用した

不耕起栽培技術の開発 （平成 24 ～ 25 年度）環境保全 G

（地域技術 G と共同）

目的：そばがクローバとの生育競合に優る、そばの播種

期、播種方法およびクローバ品種を検討する。

11．土壌環境改善が醸造用ぶどうの品質に与える影響と

生産性向上のための技術開発（平成 25 年度）環境保全 G

（作物G・農産品質G と共同）

目 的：重粘土の醸造用ぶどう園地において、土壌水分環

境がぶどうの収量および品質に及ぼす影響と、安価で簡

便な排水改良工法による排水性改善効果を検討する。

12．農薬残留対策総合調査 後作物残留に係る調査

（平成 25年度）環境保全G

目 的：土壌に残留した農薬が後作物に与える影響を的確

に把握する手段を確立するための基礎データを収集する

ことにより、後作物残留の評価法の確立を目指す環境省

の施策に貢献し、農作物の基準値超過リスクを減少させ

る。

Ⅱ．栽培環境に関する調査及び試験

1．地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業

の構築 ３-１）-(2)多年生草本の特性把握と導入可能性の

検討

（平成 21 年～ 25 年）栽培環境G

目 的：多年生草本の生育特性や養分吸収特性を把握する

とともに、それらの栽培法を検討し、北海道に適した好適

草種を選定する。

2．有機栽培畑の窒素肥沃度向上を目指した緑肥と堆肥

の活用法

（平成 23 ～ 26 年）栽培環境 G

目 的：有機栽培畑において、効率的に窒素肥沃度を向

上させるための緑肥と堆肥の活用法を開発する。

3．土壌診断の活用による有機栽培畑の生産安定化と環

境負荷低減

（平成 23 ～ 26 年）栽培環境 G

目 的：窒素施肥対応技術の実践により、良質有機農産

物の低コスト安定生産と窒素溶脱などの環境負荷の低減

が両立できることを実証する。また、たまねぎ、ばれい

しょに対する窒素施肥対応技術を新たに開発する。

4．クリーン農業普及拡大促進事業 １）移植たまねぎの

安定生産のための窒素分施技術の確立

（平成 25 ～ 27 年度）栽培環境 G

（北見農試と共同）

目 的：たまねぎの安定生産および環境への窒素負荷の低

減を図る効率的な施肥法として、現行の基肥を基本とす

る体系に代わる窒素分施技術を確立する。

5．道産小麦の需要を拡大する品質向上・安定化技術の開発

促進 ３．高品質低コスト安定生産のための栽培技術の確

立 １）道産小麦安定供給のための栽培技術の確立

Ⅰ 道央・道北地域における秋まき小麦の窒素施肥技術の

総合化

（平成 22 ～ 24 年度）栽培環境G

（地域技術 G・上川農試と共同）

目 的：道央・道北地域における秋まき小麦の高品質安定

生産を図るために、土壌・生育診断の活用や肥料の効率的

利用により窒素施肥法を高度化するとともに、これら技術

を組み合わせて窒素施肥技術を総合化する。

6．道産小麦の需要を拡大する品質向上・安定化技術の開

発促進 ３．高品質低コスト安定生産のための栽培技術

の確立 １）道産小麦安定供給のための栽培技術の確立

Ⅱ転換畑における秋まき小麦「きたほなみ」の大豆畦間

ばらまき栽培技術の確立

（平成 22 ～ 24 年度）栽培環境 G

（技術体系化チームと共同）

目 的：秋まき小麦の高品質安定生産を図るために、「き

たほなみ」の栽培特性に合った大豆畦間ばらまき栽培技

術を確立する。

7．道産小麦の用途拡大に向けた「ゆめちから」の高品質安

定生産及びブレンド指針の策定 １）「ゆめちから」の生育

特性に対応した高品質・安定栽培法の確立

（平成 24 ～ 26 年度）栽培環境G

（地域技術 G・十勝農試・上川農試と共同）

目 的：「ゆめちから」の生育特性に応じた安定栽培法を明

らかにし、用途別評価基準値を満たすための播種期・播種
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量・窒素施肥法等を提示する。

8.道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発促進と生
産安定化 １）パン・中華めん用小麦の開発促進と普及
支援 （４）硬質秋まき小麦「つるきち」の生育特性に
対応した栽培法の確立

（平成 25 ～ 27 年度）栽培環境 G
（地域技術 G・十勝農試・北見農試と共同）

目 的：硬質秋まき小麦「つるきち」の安定多収、適正
タンパク質含有率が確保できる栽培法を確立する。また、
生産実績を活用した窒素施肥設計技術の「つるきち」へ
の適用性を検討し、汎用性の高い窒素施肥設計ツールを
提示する。

9．突発及び新発生病害虫診断試験

（昭和 50 年度～）栽培環境G

（クリーン病害虫G・予察診断G と共同）

目 的：突発または新発生病害虫の診断を行い、農作物の

被害を最小限にとどめる。

病虫部

予察診断グループ

Ⅰ 水稲病害虫試験

1. 多様なニーズに対応する米品種並びに栽培技術早期確立

２．安定多収業務用・加工用米品種並びに栽培技術の早

期開発 ２）業務用・加工用米安定性強化

(4)病害虫抵抗性ランクに対する圃場レベルでの実用性評価

（平成 21 年～ 25 年）クリーン病害虫G

（上川農試生産環境 G と共同）

目 的：いもち病と斑点米（割籾歩合）の抵抗性ランクに

対して圃場レベルでの抵抗性を確認し評価することで病害

虫抵抗性選抜の効率化を図る。

2.斑点米カメムシの基幹防除期における減農薬防除技術

の確立

（平成 24 年～ 26 年）クリーン病害虫G

（道南農試生産環境 G と共同）

目 的：斑点米カメムシによる斑点米の形成時期を明らか

にして、基幹防除期における防除開始適期を解明し、効率

的な防除法を確立する。

Ⅱ 畑作病害虫試験

1.北海道の春まき小麦地帯におけるT-2トキシン、HT-2ト

キシン産生菌の分布実態の解明

（平成 25 年～ 29 年）クリーン病害虫 G

目 的：これまでその実態が不明であった、石狩・空知地

方を中心とした春まき小麦地帯における小麦のT-2トキシ

ン、HT-2トキシン汚染に関与するFusarium属菌（赤かび

病菌）の分布実態を明らかにする。

2．道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発促進と生産

安定化

1)パン・中華めん用小麦の開発促進と普及支援

(2)パン・中華めん用小麦の雨害等耐性強化

2)赤かび病抵抗性等の検定強化

(2)赤かび病抵抗性検定

（平成25年～27年）クリーン病害虫Ｇ

（北見農試等と共同）

目 的：赤かび病は病原菌が産生するかび毒（デオキシニ

バレノール；DON）の暫定基準値が設定され、重要病害と

なっている。本病に対する小麦の抵抗性は十分とはいえ

ず、抵抗性の優れる品種開発が求められている。そこで、

早い世代からのDNAマーカー選抜の利用や抵抗性検定によ

り、効率的に赤かび病抵抗性“やや強”以上および「春

よ恋」よりもDON汚染程度の低い系統を選抜する。

3.春まき小麦の品種選定試験

（平成 23 年～ 27 年）クリーン病害虫 G

(作物 G 等と共同)

目 的：ホクレン育成系統の特性、生産力および地域適応

性を検定し、奨励品種決定に資する。

4．地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業

の構築

3－1)－①子実とうもろこしの栽培法確立－道央地域－

（平成 21 年～ 25 年）クリーン病害虫G

（環境保全 G 等と共同）

目 的：道央地域に適する品種を選定し、窒素施肥、栽培

密度、収穫適期に関する試験および病害虫発生状況調査を

行う。また、現地圃場における導入効果実証試験を行う。

5．小豆におけるダイズシストセンチュウ抵抗性の特性解明

と育種の加速化

（平成 24 年～ 26 年）クリーン病害虫G

（十勝農試豆類 G 等と共同）

目 的：道内ダイズシストセンチュウ個体群に対する抵抗

性の評価および抵抗性の要因を検討するとともに、栽培前

後の土壌中の線虫密度を比較することにより、小豆遺伝資

源のダイズシストセンチュウ抵抗性の特性を明らかにする。
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6．インゲンマメかさ枯病菌のレース同定および室内抵抗性

検定手法の開発

（平成 25 年～ 26 年）クリーン病害虫G

（中央農試生物工学Ｇ・十勝農試豆類 G 等と共同）

目 的：抵抗性遺伝資源の利用に向けた道内発生レースを

同定し、圃場を使用しない通年で利用できる室内検定手法

を開発する

7.インゲンマメゾウムシのほ場寄生リスク低減対策

（平成 24 年～ 26 年）予察診断 G

（十勝農試生産環境 G と共同）

目 的：インゲンマメゾウムシのインゲンマメほ場にお

ける寄生リスク軽減対策を明らかにする。

8. 馬鈴しょの病原ウイルスに対する特異抗体の作製と

高感度検定法の確立

（平成 22 ～ 25 年）予察診断 G

目 的：ばれいしょの重要な３ウイルスについて、それ

ぞれの外被タンパクを大腸菌に発現させ、これを用いて

各ウイルスに特異性の高いモノクローナル抗体の作製を

行う。

9.周年安定供給を可能とする加工用バレイショ品種の育

成と栽培法の確立

1.北海道向け病害虫抵抗性食品加工用品種の育成と栽

培法の確立

4.有望系統の病害虫抵抗性評価

（平成23年～25年）予察診断 G

目 的：ばれいしょ育成系統のウイルス病に対する抵抗

性を明らかにし、品種育成に資する。

10.馬鈴しょ輸入品種等選定試験

（平成 23 年～ 27 年）予察診断 G

目 的：ばれいしょ輸入品種等のウイルス病に対する抵

抗性を明らかにし、品種育成に資する。

Ⅲ 園芸病害虫試験

1.採苗施設と水田転換畑を利用したいちごの自立型新採

苗方式の確立（平成 23 年～ 25 年）予察診断 G

（クリーン病害虫 G、花・野セ生産環境 G と共同）

目 的：茎頂培養親株を元に、採苗施設と水田転換畑を

組み合わせた自立型新採苗方式において、BLO、ウイル

ス病および炭疽病の各育苗段階における感染リスク評価

と媒介虫動態の解明を行い、その有効性を実証する。

2.たまねぎ突発性病害の灰色腐敗病およびべと病に対す

る効率的防除体系確立

（平成 23 年～ 26 年）クリーン病害虫Ｇ

（北見農試・花野技セ生産環境Ｇと共同）

目 的：たまねぎ灰色腐敗病およびべと病の多発要因を明

らかにし、効率的な防除体系を確立する。

3.かぼちゃの突起果の発生原因解明と防除対策の確立

（平成 23 年～ 25 年）クリーン病害虫Ｇ

目 的：かぼちゃ突起症状の原因菌を明らかにし、原因菌

の発生生態の解明、防除対策を明らかにすることによって

本症の発生を軽減し、かぼちゃの安定生産を図る。

4.薬剤抵抗性ネギアザミウマの発生実態調査と緊急防除

対策

（平成 24 年～ 26 年）予察診断 G

目 的：合成ピレスロイド剤抵抗性ネギアザミウマによ

る被害に早急に対応するため、全道的な発生実態を把握

し、たまねぎ、ねぎ、キャベツにおける既存の防除体系

を基本にした緊急防除対策として代替薬剤の活用法を提

案する。

Ⅳ 果樹病害虫試験

1.醸造用ぶどうの安定生産を阻害する病害対策

（平成 23 年～ 25 年）予察診断 G

（クリーン病害虫 G、作物 G、地域技術 G と共同）

目 的：道内の醸造用ぶどうで被害の大きい根頭がんし

ゅ病および国内で新発生のＢＢＧ類似症に対する総合的

防除技術を確立して安定生産に資する。

Ⅴ クリーン農業開発促進事業

1.特別栽培農産物のためのばれいしょ疫病の防除体系の

確立と現地実証

(平成 23年～ 25 年)クリーン病害虫Ｇ

（十勝農試生産環境Ｇと共同）

目 的：疫病の感受性品種におけるばれいしょの疫病に対

する化学合成農薬を慣行レベルに対し 5 割以上削減した減

農薬防除技術を開発する。

2.特別栽培農産物のためのキャベツ病害虫の防除体系

(平成 23年～ 26 年)クリーン病害虫Ｇ

目 的：野菜類の中でも化学合成農薬の使用回数が多いキ

ャベツについて、化学合成農薬を 5 割以上削減した高度ク

リーン農業技術を開発し、特別栽培キャベツの生産安定化

を図る。

Ⅵ 有機農業技術開発推進事業
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1.施設栽培ホウレンソウのコナダニ被害を抑制する土壌

管理法の確立

（平成 25 年～ 27 年）クリーン病害虫Ｇ

目 的：有機栽培を含む施設栽培ホウレンソウにおいて、

土壌中のコナダニ個体群を制御し作物体の被害を回避する、

化学農薬に依らない新たな土壌管理法を開発する。

Ⅶ 農業資材に関する試験

1. 新農業資材の実用化試験

(1)殺菌剤・殺虫剤

（昭和44年～継続）クリーン病害虫、予察診断 G

（各農試病虫部門と共同）

目 的：殺菌剤と殺虫剤について、各種病害虫に対する

防除効果を査定し、実用性について検討する。

Ⅷ 作物病害虫診断試験

1.農作物病害虫診断試験

突発病害虫および生理障害

（昭和 50 ～継続）

予察診断 G、クリーン病害虫 G

（各農試病虫部門と共同）

目 的：突発的に発生する病害虫による被害を防止する

ため、それらの診断を行うとともに、道内で新たに発生

した病害虫の情報を記録し蓄積する。

Ⅸ 病害虫発生予察および植物防疫事業

1.病害虫発生予察調査

（昭和 19 年～継続）予察診断 G

（各農試病虫部門、北海道農政部技術普及課と共同）

目 的：植物防疫法に基づいて、指定及び指定外病害虫

の発生状況を調査して関係機関に情報提供し、病害虫防

除の適正化を図る。

企画調整部地域技術グループ

Ⅰ 地域農業技術支援会議の活動

1.中央農試の地域支援体制

農業試験場が道央5振興局の地域農業技術支援会議に

参画して地域支援に対応するため、中央農業試験場内に

設置された運営体制である「地域支援運営会議」を平成

25年4月15日に開催し、支援会議の活動、プロジェクト

課題の進捗状況と成果、普及センターへの支援等につい

て協議した。

2.地域要望課題の収集と研究ニーズの検討

地域農業技術支援会議で収集した地域要望課題数と、

それらのうち研究ニーズに分類された課題数（カッコ内）

は以下のとおり。

空知地域農業技術支援会議： 8課題（ 5課題）

石狩地域農業技術支援会議：10課題（ 9課題）

後志地域農業技術支援会議： 3課題（ 2課題）

胆振地域農業技術支援会議： 0課題（ 0課題）

日高地域農業技術支援会議： 7課題（ 2課題）

3.地域農業技術支援会議によるプロジェクト課題

(1) 土壌透排水改善技術の現地実証①そば（空知地域農

業技術支援会議） H24～25年度

目的：空知管内には粘質な土壌が広く分布しており、透

排水性改善対策が必要なほ場が多い。さらに近年、多雨

や長雨が頻発する傾向にあり、それに伴い畑作、露地園

芸作物では湿害が多発している。そのため、深川市宇摩

地区のそばほ場において土壌透排水性改善技術（大規格

明渠、サブソイラ、カッティングドレイン）を実施し、

それらがそばの多収に貢献することを実証する。

(2) 土壌透排水改善技術の現地実証②たまねぎ（空知地

域農業技術支援会議） H24～26年度

目的：空知管内には粘質な土壌が広く分布しており、透

排水性改善対策が必要なほ場が多い。さらに近年、多雨

や長雨が頻発する傾向にあり、それに伴い畑作、露地園

芸作物では湿害が多発している。そこで、本課題では空

知地域のたまねぎ圃場において、排水改良を含めた各種

土壌管理技術の有効性を現地実証する。

(3) 水稲直播栽培技術の展示実証（空知地域農業技術支

援会議） H24～26年度

目的：担い手の減少と高齢化、１戸当たり作付面積の拡

大、温暖化の進行等の変化から導かれる10年後・20年後

の地域農業の姿を想像した中で、将来的に空知農業を維

持するために今どのような技術を導入しなければならな

いかを支援会議メンバー、指導農業士、ＪＡ職員等と十

分に話し合い、水稲直播栽培導入の必要性が高いとの結

論を得たことから、平成25年度から水稲直播栽培の展示

実証を深川市内で実施する。

(4) 石狩北部地域における秋まき小麦「きたほなみ」の

安定確収技術の確立（石狩地域農業技術支援会議） H24

～25年度

目的：「きたほなみ」導入後の３年間は、多収性が発揮

されていない。低収要因は、極端な気象経過の影響の他、

は種量や肥培管理も考えられる。当地域に適したは種量

と追肥体系を明らかにし、安定多収栽培法を確立する。

(5) たまねぎほ場の透排水改善（石狩地域農業技術支援

会議） H24～25年度

目的：札幌市では古くからたまねぎ栽培が行われている

が、下層土の粘質が強いため透排水性が悪化し、湿害に

よりたまねぎの生育が抑制され、収量性、収益性が低下

している。高齢化により大がかりな再投資が困難なため、
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簡易な透排水性改善方法を検討する。

(6) 西胆振地域における秋まき小麦「つるきち」の高品

質安定栽培法の確立（胆振地域農業技術支援会議） H25

年度

目的：縞萎縮病発生地帯である西胆振地域では、「きた

もえ」を作付しているが、近年気象変動により容積重が

低下するなどで品質基準を満たせない状況が増えてい

る。このため「きたもえ」の品質不良の欠点を補った「つ

るきち」が優良品種として認定されたことから、地域に

あった起生期以降の追肥量を検討し、高品質安定生産の

栽培法を確立する。

4.各支庁地域農業技術支援会議の活動状況

(1) 空知地域農業技術支援会議

事務局会議等(12回)、3者会議(1回)によりプロジェク

ト課題の進行管理、地域要望課題の整理等を実施した。

１月10日に開催した地域関係者会議（長沼町、滝川市）

では支援会議の活動成果等を報告するとともに意見交換

を実施した。

(2) 石狩地域農業技術支援会議

事務局会議等(8回)、3者会議(2回)によりプロジェク

ト課題の進行管理、地域要望課題の整理等を実施した。

3月7日に開催した地域関係者会議（北広島市）では支援

会議の活動成果等を報告するとともに意見交換を実施し

た。

(3) 後志地域農業技術支援会議

事務局会議等(9回)、3者会議(1回)によりプロジェク

ト課題の進行管理、地域要望課題の整理等を実施した。

3月6日に開催した地域関係者会議（倶知安町）では支援

会議の活動成果等を報告した。

(4) 胆振地域農業技術支援会議

事務局会議等(8回)、3者会議(1回)によりプロジェク

ト課題の進行管理、地域要望課題の整理等を実施した。

3月18日に開催した地域関係者会議（室蘭市）では支援

会議の活動成果等を報告するとともに意見交換を実施し

た。また、「つるきち」ラーメンの試食を行った。

(5) 日高地域農業技術支援会議

事務局会議等(9回)、3者会議(2回)によりプロジェク

ト課題の進行管理、地域要望課題の整理等を実施した。

3月4日に開催した地域関係者会議（新ひだか町）では支

援会議の活動成果等を報告するとともに意見交換を実施

した。

Ⅱ 技術体系化チーム

1．革新的技術導入による地域支援 空知地域における

たまねぎの安定生産に向けた土壌管理技術の現地実証

担当機関：技術体系化チーム（地域技術G、栽培環境G）

協力分担：空知農業改良普及センター、JAいわみざわ、

スガノ農機

実施期間：H25年～H26年

目的：たまねぎの生産性向上を図り安定化させるため、

排水改良や輪作等の土壌管理技術を効果的・効率的に導

入・実証する。

2．道産小麦の需要を拡大する次世代品種の開発促進と

生産安定化

(4)硬質秋まき小麦「つるきち」の生育特性に対応し

た栽培法の確立

担当機関：技術体系化チーム（地域技術G、栽培環境G）

協力分担：空知農業改良普及センター

実施期間：H25年～H27年度

目的：硬質秋まき小麦「つるきち」の安定多収、適正タ

ンパク質含有率が確保できる栽培法を確立する。また、

生産実績を活用した窒素施肥設計技術の「つるきち」へ

の適用性を検討し、汎用性の高い窒素施用設計ツールを

提示する。

3. 道産小麦の用途拡大に向けた「ゆめちから」の高品

質安定生産及びブレンド指針策定

1)「ゆめちから」の生育特性に応じた高品質・安定栽

培法の確立

担当機関：中央農試技術体系化チーム（地域技術G、農

産品質G、栽培環境G）

協力分担：石狩農業改良普及センター、ＪＡ道央、北海

道農業研究センター

実施期間：H22年～H26年度

目的：「ゆめちから」の生育特性に応じた安定栽培法を

明らかにし、用途別評価基準値を満たすための播種期・

葉資料及び窒素施肥法等を提示する。

Ⅲ 普及センターへの技術支援等

1．普及センターに対する支援要請など連携活動

年度当初に各普及センターから技術支援の要請を受

け、普及センター主任普及指導員と実施内容を協議し対

応した。

要請課題数

空知普及センター： 8課題

石狩普及センター：13課題

後志普及センター：10課題

胆振普及センター： 8課題

日高普及センター： 4課題

また、158件の病害虫や生理障害等の診断依頼に対応

した。

（上記の数字は、農政部食の安全推進室技術普及課中央

農試駐在の普及指導員が対応した課題数・件数を含む）

2．普及指導員研修支援

(1) 技術普及課が実施する普及指導員研修
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技術普及課が実施する普及指導員スペシャリスト機能

強化研修などの研修計画作成、研修時の講師などに対応

した。

・専門技術研修（稲作、土壌・病害虫、果樹）

・高度専門技術研修（稲作、畑作、クリーン農業、経営）

(2) 新技術伝達研修

中央農試駐在の普及指導員と連携し、振興局が主催す

る研修会において、平成25年度北海道農業試験会議（成

績会議）で普及奨励事項等になった成果を各専門担当が

講師となり紹介した。

空知：平成26年2月4日（岩見沢市 空知総合振興局）

石狩：平成25年2月6日（江別市 勤労者研修センター

）

胆振･日高：平成25年2月5日（むかわ町 四季の館）

後志：平成25年2月7日（倶知安町 後志総合振興局）

3．行政・関係機関との連携

(1) 関係機関・団体との連携

中央農試駐在の普及指導員と連携し、ホクレン、JA

中央会、北植防、米麦改良協会、除草剤協会、道果

樹協会、農業共済組合など関係機関の活動を支援し

た。

(2)農大との連携活動

中央農試駐在の普及指導員と連携し、農業の担い手確

保・育成の視点から、農大が行う各種研修・教育に対し

講師など支援活動を行った。
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